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はじめに 

2022 年、国連障害者権利委員会は日本に対し、特別支援教育（分離型）をやめてインクル

ーシブ教育へ転換するよう勧告した。ところが日本の文部科学大臣は、その 4 日後に「特

別支援教育をやめるつもりはない」と明言した。 

これは単なる「勧告を無視した」という話ではない。両者のあいだには、教育の目的そのも

のについての深い認識のズレがある。本稿では、そのズレの構造を整理したうえで、なぜ

「分離か統合か」という対立軸そのものを問い直す必要があるのか、そしてそこから見えて

くる、より現実的な改革の方向性について考えたい。 

1. 政府の論理 ― 「分けることは排除ではない」 

日本政府の立場を要約すると、次の 3 点になる。 

第一に、「多様な学びの場」こそがインクルーシブ教育だという解釈である。通常学級、通

級指導、特別支援学級、特別支援学校という複数の選択肢を用意すること自体が、一人ひと

りのニーズに応じた合理的な配慮だという考え方だ。 

第二に、障害者権利条約が定める「一般教育制度（general education system）」を「教育

制度一般」と訳し、特別支援学校もその一部だと位置づけていることである。この解釈のも

とでは、特別支援学校への就学は「排除」ではなく「制度内の選択」ということになる。 

第三に、「授業がわかること」「達成感を持てること」を最優先する教育観である。同じ場



で学ぶことよりも、学びが成立することの方が重要だという価値判断が根底にある。 

2. 国連の論理 ― 「別の場で学ぶこと自体が分離である」 

これに対し国連障害者権利委員会の立場は明快だ。障害のある子どもとない子どもが別の環

境で学ぶ制度は、教育の質にかかわらず「segregation（分離）」であり、条約が求める

「inclusion（包摂）」とは異なる。条約第 24 条が求めているのは、通常の学校の側を変

え、そこで必要な支援を提供することであって、子どもを別の場所に移すことではない、と

いう理解である。 

つまり、政府は「中身」で判断し、国連は「場」で判断している。この物差しの違いが、両

者の平行線を生んでいる。 

3. なぜ日本ではこの溝が埋まらないのか 

背景には、少なくとも 5 つの構造的な要因がある。 

・ 学力中心の教育文化：学習内容の到達度を重視する制度設計が、多様な子どもが同じ

場で学ぶことの価値をかすませてしまう。 

・ 人員・予算の不足：通常学級で十分な支援を行うための教員配置や研修体制が、文科

省自身も認めるとおり整っていない。 

・ 特別支援学校が培ってきた専門性：長年かけて蓄積された専門性と、保護者からの厚

い信頼があるため、制度を変えることへの抵抗が大きい。 

・ 「分けることは悪いことではない」という社会的な感覚：国連が問題視する「分離」

という発想自体が、日本社会に共有されていない。 

・ 勧告に法的拘束力がないこと：政府はこれを「参考意見」として扱い、国内制度の維

持を優先できてしまう。 

さらに根の深い問題として、障害のある人と接する機会が少ないまま育つ多数派が、無意識



のうちに「障害者は自分とは別の存在」という距離感を抱きやすくなるという指摘もある。

障害のある人を排除する極端な思想が現実の事件として現れた例が過去にあったことも、多

くの研究者が、社会に根強く残る「保護すべき存在」「負担」といった障害者観と無縁では

ないと分析している。分離型の教育制度が、そうした価値観を意図せず再生産してしまう側

面があるのではないか、という問いは、国連が繰り返し指摘してきたことと重なっている。 

4. 「答え」はすでにある ― しかし全国化されない 

大阪市立大空小学校（木村泰子・元校長）や、堀智晴教授（大阪大学）の研究は、障害の有

無にかかわらず同じ教室で学び、支援は教室の中で行うという、国連が求める理念を現実に

体現してきた実践である。文科省もこれを「優れた実践」として紹介はしている。 

しかし、これを全国標準のモデルとして制度化するとは、いまだ明言していない。理由は理

念の是非ではなく、教員数や予算の制約、全国約 1,100 校におよぶ特別支援学校をめぐる利

害関係の複雑さ、そして「制度を壊す改革」より「現状維持のままの改善」を選びがちな行

政文化にある。大空小学校の成功は、しばしば「特別な学校だからできた」という説明で片

づけられ、制度改革の根拠としては採用されにくい。 

ここに見えてくるのは、理念の対立ではなく、政治的・制度的な「踏み切れなさ」である。 

5. 「分離か包摂か」という対立軸そのものの限界 

ここまで整理してわかるのは、「分離をやめてインクルーシブにせよ」という理念レベルの

主張だけでは、日本の行政の構造的な慣性を動かすのが難しいという現実である。政府は勧

告を「参考意見」として受け止められる余地を持っており、理念の押し合いは、これまで

も、これからも平行線をたどりやすい。 

必要なのは、理念の当否を争うことではなく、現行制度の中にある具体的な欠陥を指摘し、

実務レベルで動かせる改革を提案することではないか。 



6. 要望書の意義 ― 対立軸をずらし、実務の穴を突く 

こうした構造を踏まえると、「インクルーシブ教育システムの方向性と就学先決定の仕組み

に関する要望書」が採用した戦略の妥当性が見えてくる。 

この要望書は、「分離か包摂か」という、これまで平行線をたどってきた理念対立には踏み

込まない。その代わりに焦点を当てているのは、意思の表明が困難な児童生徒について、誰

が、どのような手続きで、何を基準に就学先を決めているのか、という、これまで正面から

問われてこなかった実務上の空白である。 

これは非常に的を射た着眼点だと言える。理由は次の 3 点だ。 

第一に、政府側も国連側も否定できない共通の土台に立っている。「本人の意思をできる限

り尊重し、意思決定支援を尽くすべきだ」という原則は、障害者権利条約にも、日本の障害

者基本法にも共通して含まれている理念であり、どちらの立場からも反対しにくい。 

第二に、政府の論理の弱点を正確に突いている。政府は「多様な学びの場」を用意すること

自体を正当化の根拠にしてきたが、その選択が本人の意思や最善の利益に基づいて行われて

いるという保証については、これまで十分に制度化されてこなかった。要望書が求める、

(1)意思決定支援を尽くすこと、(2)最善の利益の明示的な判定、(3)本人のための独立した

関与者、(4)通常環境を出発点とすること、(5)合理的配慮の事前評価、(6)定期的な見直

し、という 6 つの提案は、まさにこの手続き上の空白を埋めるものである。 

第三に、大空小学校や堀教授の実践知を、理念の象徴としてではなく、「通常環境を出発点

とする」という手続き原則の裏づけとして位置づけ直せることである。「大空型のような支

援体制を全国化せよ」と主張すると、教員数や予算という巨大な壁にすぐぶつかる。しかし

「まず通常環境で支援できるかどうかを検討したうえで、それでも難しい場合に特別な場を

選ぶ」という手続きの順序を明文化するよう求めることは、財源や人員配置の議論を経ずと

も、決定プロセスの設計だけで前進させられる可能性がある。 



おわりに 

日本の文科省が国連の勧告を退けた背景には、軽視ではなく「自国の制度こそ合理的だ」と

いう強い確信がある。しかしその確信は、本人の意思や最善の利益がどう扱われているかと

いう、もっとも基本的な問いに答えられていない。 

「分離か包摂か」という大きな理念の対立が動かないのであれば、まずは「決定の手続きが

本人のためになっているか」という、より小さく、しかし誰も反対しにくい問いから制度を

動かしていく。これが、この要望書が持つ現実的な意義であると考えられる。 


